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2 埼玉県地域ビジョン 
 

 2040年には日本の高齢者人口がピークとなり、現役世代 1人が高齢者 1 人を支える肩車型社

会に迫るなど、「2040年問題」と呼ばれる高い峰を迎える。 

 これまで進めてきた取組を深化させつつ新たな価値観にも対応し、SDGs の達成年限である

2030年や、その先の 2040 年を見据えて 3つの将来像を目指す。 
 
  
 
 切迫する巨大地震や、台風・豪雨などの激甚化・頻発化する災害、テロや新興感染症など、あら

ゆる危機の発生を想定し、備える必要がある。 

 グローバル化やデジタル技術の進展による犯罪の多様化・高度化、縦割り行政では対応困難な生

活支援ニーズの増加など、生活全般での新たな課題が生じる。 

 急速な高齢化により医療・介護ニーズへの対応強化が求められるとともに、高齢単身世帯の増加

に備え、社会からの孤立を防ぐ地域づくりが重要になる。 

 

【目指すべき将来像】  

 危機や災害ごとのシナリオ作成や訓練の実施などを通じて、危機管理・防災体制が再構築され、

あらゆる危機がいつ、どこで起きても被害を最小限に抑えられる社会を目指す。 

 警察・行政の対応力が強化され、犯罪や事故の発生が抑えられるとともに、県民のあらゆる生活

ニーズへ支援が行き届き、誰もが不安を感じることなく暮らすことのできる社会を目指す。 

 医療・介護などのサービスが必要に応じてきめ細かく提供される体制が整うとともに、地域の見

守り体制が強化されることで、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を送ることがで

きる社会を目指す。 

 
  
 
 ポストコロナにおける新たな価値観やライフスタイル、グローバル化の進展や超スマート社会の

到来などにより、子育て・教育ニーズの更なる多様化が見込まれる。 

 誰もがお互いを尊重し、共に生きる社会づくりを進めるために、男女共同参画の推進や性的マイ

ノリティ（LGBTQ など）に関する理解増進などに向けた取組を進める必要がある。また、生産年

齢人口の大きな減少により労働力不足の深刻化が指摘されている。そのような中で、高齢者や女性

など年齢・性別を問わず誰もが意欲と能力に応じて活躍できる環境づくりが重要になる。 

 人口減少により地域の担い手不足や活力低下が指摘されている。そのような中で、外国人を含む

多様な主体・世代の共生を進めるとともに、流動性を高めて関係人口などを増やし、活性化してい

くことが重要になる。 

 

【目指すべき将来像】  

 あらゆる子育てニーズが満たされるとともに、子供たちの学力に加え EQ の向上や国際交流が進

み、変化の激しい時代にあっても力強くグローバルに活躍できる人材が育つ社会を目指す。 

(1) 安心・安全の追究 〜レジリエンス 〜 

生産年齢人口の減少への対応 

 

(2) 誰もが輝く社会 〜エンパワーメント〜 

安心・安全の追究 〜レジリエンス 〜 

生産年齢人口の減少への対応 
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 人生 100年時代に備え、いつまでも健康に、いつでも学べる環境が整うとともに、ポストコロ

ナの新しい働き方やグローバル化に対応した職場や地域が増え、全ての県民が互いの人権を尊重し、

高齢者や女性など誰もが意欲と能力に応じて生き生きと活躍できる社会を目指す。 

 交流や活動の活発化、デジタル技術による利便性の向上など、誰もが参画しやすい地域づくりが

進むとともに、文化芸術やスポーツ、観光などがより多彩になり、県内外から人を引き付ける魅力

あふれる社会を目指す。 

 
  
 
 人口減少と高齢化の進行によってコミュニティが変化し、高齢者の孤立、交通難民の増加、都市

のスポンジ化などに拍車がかかることが見込まれる。 

 環境面では更なる気温上昇による災害・異常気象の頻発など、気候変動の様々な影響が予測され

ている。 

 産業においては人手不足の深刻化による経済規模の縮小が見込まれ、農業においては従事者の減

少・高齢化の進行により競争力や持続性が低下するおそれがある。 

 

【目指すべき将来像】 

 コンパクト・スマート・レジリエントの要素を含む持続可能なまちづくりが進むとともに、公共

交通の安全性、利便性が向上し、誰もが安心して円滑に移動できる社会を目指す。 

 再生可能エネルギーの普及拡大や分散型エネルギーの利活用などによって脱炭素社会へ近づく

とともに、水やみどりを守り育む県民や企業が増え、豊かな自然に人が集まり、にぎわう社会を目

指す。 

 デジタル技術などを活用した新たな産業の育成や中小企業・農林業者の生産性の向上などが進み、

スマート化の進展による持続的な経済成長や雇用が実現する社会を目指す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(3) 持続可能な成長 〜サステナビリティ〜 

安心・安全の追究 〜レジリエンス 〜 

生産年齢人口の減少への対応 

 


